
綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略の概要 
 

町民が「ずっと住み続けたい」と思い、町外の方が「住んでみたい」と思える魅力あるまちづくりを実

現するためには、「まち・ひと・しごと」創生と好循環の確立を一体的に取り組める施策展開が必要です。 
 綾町まち・ひと・しごと創生総合戦略は、「綾町人口ビジョン」を基に、人口減少や少子高齢化がもたら

す地域経済縮小や地域社会の衰退などのリスクを回避し、活力があり、持続可能な「自然と共に生き、人

と共に生きるまち、綾」の実現を目指すものです。 
 

 

人口ビジョン 
１ 人口の現状分析 

2008 年に始まった日本における人口減少は、2020 年代初めまでは、毎年 60 万人程度の減少が試算され

ていますが、2040 年代頃には年 100 万人程度の減少が予測されています。 
 本町においては、国勢調査による総人口の推移をみると、平成 12（2000）年の調査をピークに減少し

ており、平成 52（2040）年までの出生・死亡・移動等の傾向がその後も継続すると仮定した場合、5,032

人まで減少することが予測されています。 

  

本町の自然増減については、死亡数が出生数を上回る自然減で推移してきましたが、出生数の微増傾向に

より、自然減の進行は抑えられていますが、今後、15～49 歳の女性の人口の減少により、出生数増加は難し

い面もあるため、高齢者に対する健康増進施策とともに、出生数増加につながる施策が必要となっています。 
 
また、社会増減については、概ね転入数が転出数を上回る社会増で推移しています。男女ともに大学進学

や就職等が想定される世代（20～29 歳）の大都市圏や他県への転出超過が比較的大きくなっている一方で、

子育て世代の転入も多くみられます。自然増減にかかわる 20～30 歳代の女性の転出超過と若い世代を中心

に転出数を減らし、転入数を増やすための施策が求められています。 
 
２ 将来の人口推計 

平成 42（2030）年までに人口置換水準の 2.07 を達成し、以降は 2.07 を維持し、15～24 歳の若年層の社

会減を 2020 年以降 50％抑制することにより、平成 72（2060）年の人口 5,253 人の確保を図ります。これ

により、生産年齢人口及び年少人口の割合が高まり、社人研推計準拠推計と比較して 1,350 人増の効果が見

込まれます。 
 

年齢３区分 ２０１０年 ２０２０年 ２０３０年 ２０４０年 ２０５０年 ２０６０年 

年 少 人 口 
９７０人 ８９４人 ８３２人 ８６１人 ８４９人 ８０５人 

１３．４％ １３．１％ １３．０％ １４．４％ １５．３％ １５．３％ 

生産年齢人口 
４，１６２人 ３，４４３人 ３，１４７人 ２，９００人 ２，７４７人 ２，７９８人 

５７．６％ ５０．５％ ４９．３％ ４８．７％ ４９．３％ ５３．３％ 

老 年 人 口 
２，０９２人 ２，４７７人 ２，３９９人 ２，１９８人 １，９７２人 １，６５０人 

２９．０％ ３６．４％ ３７．６％ ３６．９％ ３５．４％ ３１．４％ 

全 人 口 ７，２２４人 ６，８１４人 ６，３７７人 ５，９５９人 ５，５６８人 ５，２５３人 
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３ めざすべき将来の方向 
これからの人口問題に対応していくために、 

①「人口減少抑制対策」 
若い世代の転出者の抑制や転入者の増加による社会動態の改善と、出生率向上による自然動態の改善。 

②「人口減少社会適応対策」 
人口減少抑制戦略の効果が浸透するまでは超高齢社会・人口減少社会を前提とした、効率的かつ効果

的な社会基盤の構築。 
将来ビジョンを整理し、上記二つの視点などから「総合戦略」を策定し、持続可能なまちづくりへの具

体的な取り組みを行います。 
 

総合戦略 
１ 基本的な考え方・方向性 

 
 
 
 
 

平成２７年度末に策定する「綾町第７次総合長期計画（計画期間：Ｈ２８～３２年度）」を基本に、本町

の目指すまちづくりと国・県が掲げる「まち・ひと・しごと創生総合戦略」における基本目標を踏まえ、

４つの基本目標と７つの重点項目を掲げ、講ずべき施策の基本的方向を設定します。 
  
２ 計画期間 
  平成２７年度から３１年度までの５年間 
 
３ 総合戦略のフォローアップ 

県の総合戦略等との整合を図りながら、基本目標の数値目標及び具体的な施策に係る KPI の達成度を評

価・検証するとともに、広域連携での専門的知見による情報や分析、その評価を踏まえ、より実態に即し

た事業への見直しを行います。 
また、主要施策に位置づける各事業においても、毎年度の評価・検討により、充実強化を図ります。 

 
４ 基本目標及び重点項目 

基 本 目 標  重 点 項 目  主要施策数 
Ⅰ 良好な生活機能を確保する 子育て支援の充実 ５ 

医療・福祉の充実 ６ 

居住環境の充実 ６ 
Ⅱ 良好な就業環境を確保する 人財の育成 ４ 

雇用の場の創出 ７ 
Ⅲ 魅力ある価値を創出する ブランド力の向上 ６ 
Ⅳ 地域特性に合った社会基盤を確保する 広域公共交通網の構築とインフラの維持・整備  ３ 

 

自然と共に生き あらゆる生命がかがやく みんなで創る 日本のふるさと 
～「ひと」に優しく、「癒し」のある「豊かな地域社会」の実現を目指して～ 


